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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第64期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第63期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 8,350 9,281 72,979

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△614 △1,041 3,473

当期純利益又は四半期純損失（△）

（百万円）
△544 △1,053 2,372

純資産額（百万円） 26,456 27,787 29,605

総資産額（百万円） 61,109 52,915 58,153

１株当たり純資産額（円） 502.37 527.64 562.16

１株当たり当期純利益又は１株当たり四半

期純損失（△）金額（円）
△10.34 △20.01 45.06

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 43.3 52.5 50.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,167 1,688 4,055

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△301 △122 △1,073

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,272 △164 △3,023

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（百万円）
10,245 9,999 8,621

従業員数（人） 1,111 1,104 1,114

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,104（400）

　（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は(　)内に当四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 890（184）

　（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は(　)内に当四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当第１四半期連結会計期間の受注及び売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

(1）受注実績　

セグメントの名称

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（百万円）　

 当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

(百万円）　

建設事業 　             

　 法面保護工事 4,102 3,820（6.9％減）　

　 地すべり対策工事 2,995 2,576(14.0％減）

　 基礎・地盤改良工事 5,094 5,778（13.4％増）

　 補修・補強工事 498 414（16.9％減）

　 環境修復工事 264 148（43.9％減）

　 管きょ工事 208 123（41.0％減）

 　 一般土木工事 347 215（38.1％減）

 　 建築工事 1,666 1,731（3.9％増）

 　 その他工事 409 282（30.9％減）

合計 15,587 15,091（3.2％減）

　

　(2）売上実績

セグメントの名称

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

(百万円）　

 当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

（百万円）　

建設事業　合計　 8,257 9,129(10.6％増）

　　法面保護工事 1,319       1,426（8.1％増）

　　地すべり対策工事 864 906（4.9％増）

　　基礎・地盤改良工事 4,636 3,606（22.2％減）

　　補修・補強工事 128 1,175（813.5％増）

　　環境修復工事 54 39（28.2％減）

　　管きょ工事 207 97（52.8％減）

 　　一般土木工事 662 681（2.8％増）

 　　建築工事 131 978（646.9％増）

 　　その他工事 252 217（13.8％減）

その他 93 152（63.1％増）

合計 8,350 9,281（11.1％増）

　（注）１　当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２　当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

　　　　３　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりです。

　　　　　　前第１四半期連結会計期間

　　　　　　建設事業　　大成建設株式会社　　　1,072百万円　　　12.8％

　　　　　　当第１四半期連結会計期間

　　　　　　該当がないので記載を省略しております。

（3）売上にかかる季節的変動について

　当社グループの主たる事業である建設事業においては、工事の完成計上が第４四半期に偏るという季節的変動が

あります。
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　なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び施工高の状況

（1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期別 工種別
前期繰越
工事高
（百万円）

当期受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

当期完成
工事高
（百万円）

次期繰越工事高
期中
施工高
（百万円）

手持
工事高
（百万円）

うち施工高
（％、百万円）

 前第１四半期会計期間

（自平成21年４月１日

　至平成21年６月30日）

   

法面保護工事 5,8673,3809,248 907 8,340 35.0 2,919 2,139

地すべり対策工事 4,0602,9747,034 811 6,222 39.3 2,444 2,192

基礎・地盤改良工事 15,8624,88120,7442,85417,89056.210,0564,718

補修・補強工事 4,359 493 4,852 128 4,723 43.5 2,053 1,054

環境修復工事 1,285 264 1,550 54 1,495 53.6 801 305

管きょ工事 415 126 542 172 370 18.5 68 146

 一般土木工事 2,201 32 2,233 276 1,956 5.0 97 93

 建築工事 1,8541,4223,276 39 3,237 16.1 520 342

 その他工事 2,142 431 2,574 289 2,285 88.0 2,012 453

合計 38,04914,00852,0575,53546,52245.120,97311,447

 当第１四半期会計期間

（自平成22年４月１日

　至平成22年６月30日）

   

法面保護工事 4,3763,3657,7411,2426,498 35.6 2,310 2,079

地すべり対策工事 2,5512,5365,088 872 4,215 27.9 1,177 1,296

基礎・地盤改良工事 9,4394,69314,1332,87211,26037.4 4,213 3,732

補修・補強工事 4,913 400 5,3131,1754,138 59.7 2,469 913

環境修復工事 1,421 148 1,569 39 1,530 70.3 1,076 146

管きょ工事 367 109 476 90 385 14.5 56 129

 一般土木工事 1,266 1 1,268 25 1,242 37.4 464 161

 建築工事 4,8031,5606,364 743 5,620 20.3 1,141 988

 その他工事 123 256 379 198 180 30.1 54 240

合計 29,26213,07242,3357,26235,07237.012,9649,688

前事業年度

（自平成21年４月１日

　至平成22年３月31日）

 

法面保護工事 5,86712,64018,50714,1314,376 33.7 1,47413,917

地すべり対策工事 4,0608,61912,68010,1282,551 29.5 753 9,819

基礎・地盤改良工事 15,85618,70734,56325,1249,438 35.5 3,35320,286

補修・補強工事 4,3593,6107,9703,0674,903 55.7 2,731 4,671

環境修復工事 1,285 833 2,118 657 1,461 66.3 969 1,076

管きょ工事 415 1,2241,6401,272 367 4.6 17 1,195

 一般土木工事  2,201 167 2,3681,1011,266 26.0 329 1,148

 建築工事 1,8815,3737,2542,4904,764 18.8 896 3,169

 その他工事 2,1221,8183,9413,808 133 9.2 12 1,972

合計 38,04952,99591,04561,78229,26236.010,53857,257

　（注）１　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含んでおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　次期繰越工事高の施工高は、手持工事高の工事進捗部分であります。

３　期中施工高は（期中完成工事高＋次期繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致しております。

４　前期繰越工事高は、期中に工種の変更が生じた場合、工種分類を組替えております。したがって、総額に変更は

ありませんが、前期末時点の内訳と異なる場合があります。
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　　　 （2）受注高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

  前第１四半期会計期間

 （自　平成21年４月１日 

　 至　平成21年６月30日）

 

法面保護工事 3,079 301 3,380

地すべり対策工事 2,041 932 2,974

基礎・地盤改良工事 3,540 1,341 4,881

補修・補強工事 485 7 493

環境修復工事 173 90 264

管きょ工事 126 - 126

 一般土木工事 - 32 32

 建築工事 - 1,422 1,422

 その他工事 337 94 431

 計 9,785 4,222 14,008

  当第１四半期会計期間

 （自　平成22年４月１日 

　 至　平成22年６月30日）

 

法面保護工事 3,100 265 3,365

地すべり対策工事 2,208 327 2,536

基礎・地盤改良工事 3,647 1,046 4,693

補修・補強工事 399 0 400

環境修復工事 144 3 148

管きょ工事 109 - 109

 一般土木工事 0 0 1

 建築工事 - 1,560 1,560

 その他工事 130 126 256

 計 9,740 3,332 13,072

　（注）１　官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含んでおります。
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(3）完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

  前第１四半期会計期間 

 （自　平成21年４月１日

   至　平成21年６月30日）

 

法面保護工事 867 40 907

地すべり対策工事 692 119 811

基礎・地盤改良工事 2,378 475 2,854

補修・補強工事 125 2 128

環境修復工事 - 54 54

管きょ工事 172 - 172

 一般土木工事 262 14 276

 建築工事 - 39 39

 その他工事 223 65 289

 計 4,722 813 5,535

  当第１四半期会計期間 

 （自　平成22年４月１日

   至　平成22年６月30日）

 

法面保護工事 1,184 58 1,242

地すべり対策工事 815 57 872

基礎・地盤改良工事 2,081 791 2,872

補修・補強工事 1,139 36 1,175

環境修復工事 15 23 39

管きょ工事 90 - 90

 一般土木工事 19 6 25

 建築工事 - 743 743

 その他工事 92 105 198

 計 5,437 1,824 7,262

　（注）１　官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含んでおります。

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりです。

　　　　　　当第１四半期連結会計期間

　　　　　　該当がないので記載を省略しております。

(4）手持工事高（平成22年６月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

法面保護工事 6,163 334 6,498

地すべり対策工事 3,870 344 4,215

基礎・地盤改良工事 8,198 3,062 11,260

補修・補強工事 4,026 111 4,138

環境修復工事 1,371 158 1,530

管きょ工事 385 - 385

 一般土木工事 1,241 0 1,242

 建築工事 1,064 4,556 5,620

 その他工事 58 122 180

合計 26,381 8,691 35,072

　（注）１　官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含みます。
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２【事業等のリスク】

  当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間における建設業界におきましては、公共建設投資は依然として低水準のまま推移してお

り、民間設備投資につきましても下げ止まりの感はあるものの、企業の建設投資意欲は総じて低く、全体として厳し

い経営環境が続きました。

　このような状況のもと、当社グループはグループ経営体制の強化による事業量の確保と、採算重視の営業活動の徹底

による収益力の強化を課題として事業に取り組んでまいりました。

　その結果、当第１四半期の受注高につきましては、地すべり対策工事、基礎・地盤改良工事で大型工事の受注に至っ

たものの、全体としては前年同期比3.2％減の150億９千１百万円となりました。

　売上高は、補修・補強工事の大型現場が完成をむかえたことにより、前年同期比11.1％増の92億８千１百万円となり

ました。

　利益面では、採算重視の営業活動に取り組んでいる効果により、手持ち工事の利益率は全体的に回復傾向にあります

が、第１四半期におきましては、前期と比較して大型の高採算工事が無くなったことなどの影響により、売上総利益は

前年同期比24.8％減の11億２千４百万円となりました。営業損益・経常損益は各々10億５千３百万円の損失（前年同

期は６億５百万円の損失）、10億４千１百万円の損失（前年同期は６億１千４百万円の損失）、四半期純損益は10億

５千３百万円の損失（前年同期は５億４千４百万円の損失）となりました。

 　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

「建設事業」

  建設事業の連結売上高は、91億２千９百万円となりました。

「その他」

　　　その他事業の売上高は１億５千２百万円であり、主なものは建設資材等の販売であります。
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（2）キャッシュ・フローの状況

  

　営業活動によるキャッシュ・フローは、16億８千８百万円の収入超過（前年同期は31億６千７百万円の収入超過）

となりました。これは主に、売上債権の減少（82億１千万円）・未成工事受入金の増加（10億３千７百万円）による

収入が、仕入債務の減少（48億４千１百万円）・未成工事支出金の増加（13億８千２百万円）による支出を上回った

ことによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、１億２千２百万円の支出超過（前年同期は、３億１百万円の支出超過）とな

りました。これは主に、有形固定資産の購入が売却額を上回ったことによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、１億６千４百万円の支出超過（前年同期は12億７千２百万円支出超過）と

なりました。これは主に、一年以内長期借入金の減少（１億４百万円）によるものであります。 

　以上により、当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末比13億７千７百万円増加し、99億９

千９百万円となりました。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　　（4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は31百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　　（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、公共投資は依然として縮減傾向にあり、更なる競争の激化が予想されます。民

間建設投資についても、企業業績には改善が見られるものの、先行きの不透明感から慎重な姿勢が続くと考えられ、

厳しい経営環境のまま推移するものと思われます。

 こうした状況のなか、当社グループ全体で事業量を確保するとともに収益力の向上を図るため、以下の課題を実施

してまいります。

  ① 安全衛生管理の徹底

　　 重大災害の絶滅を目指して更なる安全衛生管理の徹底を図り、顧客信頼度を高めることにより企業価値の  

     向上に努めてまいります。

  ② 専門土木事業分野におけるグループ経営体制の強化

　   各地域グループ会社の地元密着型の営業活動により営業対象のすそ野を広げるとともに、グループ間で

     相互の支援体制の充実を図ることにより経営体制の強化を行い事業量の確保に努めてまいります。　　　

  ③ 建築事業分野・海外事業分野での事業規模の拡大

　　 建築事業分野では十分なリスク管理を念頭におきながらも、積極的な新規顧客の開拓による事業の拡大を

　　 図り、海外事業分野においては海外各地の市場調査、リスク調査を充実させ、事業規模の拡大を目指すた

　　 めの基盤づくりを行うことで事業量の確保を図ってまいります。

　④ 財務基盤の強化

採算重視の営業活動を徹底することにより収益力を強化するとともに、工事金の回収率を高めてキャッシュ・

フローの確保に努め、また、機械資産の効率的投資と遊休不動産の圧縮により資産効率を向上させ、逆風に負け

ない財務基盤作りに努めてまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 198,000,000

計 198,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 57,804,450 57,804,450
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株

式であり、権利

内容に何ら限

定のない当社

における標準

となる株式で

あり、単元株式

数は100株であ

ります。

計 57,804,450 57,804,450 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

－ 57,804,450 － 6,119 － 6,358

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　5,141,300
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,602,100 526,021 同上

単元未満株式 普通株式     61,050 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 57,804,450 － －

総株主の議決権 － 526,021 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式77株が含まれております。

　

②【自己株式等】

平成22年６月30日現在　

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）                  

ライト工業株式会

社

東京都千代田区九

段北４－２－35
5,141,300 － 5,141,300 8.9

計 － 5,141,300 － 5,141,300 8.9

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 268 274 208

最低（円） 213 186 184

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次の通りであります。

　

　職名の異動

　役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長　 生産事業本部長
生産事業本部長
兼　関東支社長

木村　繁吉 平成22年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第1四半期連結会

計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、また、当第1四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第

１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本

有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 10,099 8,721

受取手形・完成工事未収入金等 10,304 18,587

未成工事支出金 ※4
 12,218

※4
 10,840

商品及び製品 8 7

仕掛品 20 23

材料貯蔵品 145 198

その他 1,717 1,099

貸倒引当金 △249 △298

流動資産合計 34,264 39,180

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 2,702 ※3
 2,727

機械・運搬具（純額） 1,130 1,595

土地 9,278 ※3
 9,287

リース資産（純額） 500 208

建設仮勘定 32 0

その他（純額） 196 211

有形固定資産計 ※1
 13,840

※1
 14,032

無形固定資産 383 394

投資その他の資産

投資有価証券 2,696 2,896

その他 2,615 2,446

貸倒引当金 △884 △796

投資その他の資産計 4,427 4,546

固定資産合計 18,651 18,973

資産合計 52,915 58,153
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 10,221 15,066

短期借入金 100 100

1年内返済予定の長期借入金 416 416

未払法人税等 77 236

未成工事受入金 7,403 6,366

完成工事補償引当金 112 119

工事損失引当金 ※4
 331

※4
 346

未払費用 730 1,183

その他 1,713 942

流動負債合計 21,106 24,777

固定負債

長期借入金 1,618 1,722

再評価に係る繰延税金負債 1,393 1,393

退職給付引当金 338 230

債務保証損失引当金 16 16

長期未払金 198 198

負ののれん 1 3

その他 456 206

固定負債合計 4,022 3,770

負債合計 25,128 28,548

純資産の部

株主資本

資本金 6,119 6,119

資本剰余金 6,358 6,358

利益剰余金 18,118 19,593

自己株式 △1,698 △1,698

株主資本合計 28,898 30,373

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △207 84

土地再評価差額金 △880 △880

為替換算調整勘定 △22 27

評価・換算差額等合計 △1,110 △768

純資産合計 27,787 29,605

負債純資産合計 52,915 58,153
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高

完成工事高 8,257 9,129

兼業事業売上高 93 152

売上高合計 8,350 9,281

売上原価

完成工事原価 6,789 8,036

兼業事業売上原価 66 120

売上原価合計 6,856 8,156

売上総利益

完成工事総利益 1,468 1,092

兼業事業総利益 26 31

売上総利益合計 1,494 1,124

販売費及び一般管理費 ※1
 2,100

※1
 2,177

営業損失（△） △605 △1,053

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 16 24

受取ロイヤリティー 11 9

受取賃貸料 9 11

負ののれん償却額 1 1

その他 19 26

営業外収益合計 61 76

営業外費用

支払利息 14 9

為替差損 24 40

支払保証料 1 1

その他 29 13

営業外費用合計 69 64

経常損失（△） △614 △1,041

特別利益

前期損益修正益 1 1

貸倒引当金戻入額 101 3

固定資産売却益 4 7

その他 0 0

特別利益合計 107 12

特別損失

前期損益修正損 11 －

固定資産売却損 4 0

その他 0 －

特別損失合計 16 0
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

税金等調整前四半期純損失（△） △523 △1,028

法人税、住民税及び事業税 21 19

法人税等調整額 － 5

法人税等合計 21 24

四半期純損失（△） △544 △1,053
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △523 △1,028

減価償却費 322 249

負ののれん償却額 △1 △1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △101 39

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △4 △6

工事損失引当金の増減額（△は減少） △250 △14

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12 107

受取利息及び受取配当金 △18 △26

支払利息 14 9

売上債権の増減額（△は増加） 9,615 8,210

未成工事支出金の増減額（△は増加） △4,251 △1,382

たな卸資産の増減額（△は増加） △8 51

仕入債務の増減額（△は減少） △5,288 △4,841

未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,001 1,037

その他 △214 △585

小計 3,278 1,818

利息及び配当金の受取額 18 26

利息の支払額 △14 △8

法人税等の支払額 △115 △147

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,167 1,688

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △268 △116

有形固定資産の売却による収入 4 17

無形固定資産の取得による支出 △6 △36

投資有価証券の取得による支出 △1 △203

投資有価証券の売却による収入 － 205

その他 △28 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △301 △122

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,492 －

長期借入れによる収入 250 －

長期借入金の返済による支出 － △104

リース債務の返済による支出 △3 △31

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △25 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,272 △164

現金及び現金同等物に係る換算差額 8 △23

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,602 1,377

現金及び現金同等物の期首残高 8,521 8,621

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 121 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 10,245

※1
 9,999
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　

１．会計処理基準に関する事

項の変更

　　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　

平成20年３月31日）を適用しております。

　　これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失への

影響は軽微であります。また、当会計基準の適用による資産除去債務

の変動額は12百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　

１．たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高に関して、実地たな卸を省

略し前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的な方法

により算定しております。

　

２．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　法人税等の納付税額の計算に関して、加味する加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定しております。繰延税金資産の回収可能性

の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年

度末決算において使用した将来の業績予想やタックス・プランニン

グを利用する方法を適用しております。

　

３.固定資産の減価償却費の

算定方法

　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積もりを考慮した予

算を策定しているため、該当予算に基づく年間償却予定額を期間按分

して算定しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　　　該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、27,235百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、27,492百万円であ

ります。

　 ２　 受取手形裏書譲渡高 33百万円

 　　 　 　

　 ２　受取手形割引高　 702百万円

  　　 受取手形裏書譲渡高　 80百万円

──────  ※３　担保資産　

　　
建物 332百万円

土地 336百万円

合計 668百万円

※４　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、工事損失引当金に対応する額は331百万円

（うち、未成工事支出金331百万円）であります。

※４　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、工事損失引当金に対応する額は346百万円

（うち、未成工事支出金346百万円）であります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料及び手当 1,108百万円

退職給付費用 108 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料及び手当 1,076百万円

退職給付費用 100 

　 ２　売上にかかる季節的変動

　当社グループの主たる事業である建設事業において

は、工事の完成計上が第４四半期連結会計期間に偏る

という季節的変動があります。

　 ２　売上にかかる季節的変動

　当社グループの主たる事業である建設事業において

は、工事の完成計上が第４四半期連結会計期間に偏る

という季節的変動があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 10,345

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100

現金及び現金同等物 10,245

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 10,099

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100

現金及び現金同等物 9,999
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  57,804,450株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 5,141,431株

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 421 8.0 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

（2）基準日が当連結会計年度の開始日から当第１四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。　

 

５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日～平成21年６月30日）

 
建設事業
（百万円）

商品・資材販
売等事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 8,257 93 8,350     8,350

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 179 179  （179）　 －

計 8,257 272 8,530 （179） 8,350

営業利益又は営業損失（△） △616 7 △608 2 △605

　（注）　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

１　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各区分に属する主要な事業の内容

建設事業　　　　　　：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

商品・資材販売等事業：建設資材等の販売、車両・建設機械のリース及び環境関連機器の販売等に関する

事業、介護事業

３　会計処理の方法の変更

前第１四半期連結累計期間　

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第

１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合とくらべて、売上高は建設事業で430百万円増加し、営業損失は

建設事業で54百万円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日） 

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
東南アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 6,701 1,616 32 8,350     8,350

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 14 － 14 (14) －

 計 6,701 1,630 32 8,364 (14) 8,350

 
営業利益又は営業損失

（△）
△913 312 △2 △604 (1) △605

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米…………米国

東南アジア…シンガポール　

３．会計処理の方法の変更

　前第１四半期連結累計期間

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第

１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合とくらべて、売上高は日本で430百万円増加し、営業損失は日本

で54百万円減少しております。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

 北米 東南アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,616 32 1,649

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 8,350

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
19.4 0.4 19.7

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米……………米国

(2）東南アジア……シンガポール

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

EDINET提出書類

ライト工業株式会社(E00098)

四半期報告書

23/28



【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。　

　当社グループは、地域ごとに支社及び連結子会社を置き、各支社及び連結子会社は建設事業の受注及び施工、

商品資材販売等について国内、海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。　

　従って、当社グループは支社及び連結子会社を基礎とした、土木工事、建築工事及び商品資材販売等事業から

構成されており、事業活動の内容及び経営環境に関して適切な情報を提供するため、事業形態の類似する複数

セグメントを集約し、「建設事業」を報告セグメントとしております。　

　「建設事業」は、法面保護工事、地すべり対策工事、基礎地盤改良工事、補修補強工事、環境修復工事、管きょ工

事及び建築工事等を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　 （単位：百万円）

 報告セグメント その他
（注）

合計
 建設事業

売上高    

外部顧客への売上高 9,129 152 9,281
セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ 229 229

計 9,129 381 9,510

セグメント利益又は

セグメント損失
△1,056 3 △1,052

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業、リース事業及び

訪問介護事業等を含んでおります。

　　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 △1,056

「その他」の区分の利益 3

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △1,053

　　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　当第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 527.64円 １株当たり純資産額 562.16円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △10.34円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △20.01円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（百万円） △544 △1,053

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △544 △1,053

期中平均株式数（千株） 52,663 52,663

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月13日

ライト工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　聡　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 打越　隆　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤原　明　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているライト工業株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ライト工業株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１四半期より「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用している。　　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上　　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月13日

ライト工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　聡　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 打越　隆　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤原　明　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているライト工業株式会社

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ライト工業株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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